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平成27年度会計別決算

平成27年度一般会計決算の内訳

財 政事情
平成28年11月版

　市では、「大網白里市財政事情の作成及び公表に関する条例」に基づき、皆さんから
納めていただいた税金等がどのように使われたか、また、使う予定なのかを知っていただ
くために、『財政事情』を年２回（５月と１１月）公表しています。今回は、平成２７年度決
算の概要と、平成２８年度上半期（４月～９月）の収支状況、また、平成２７年度の健全
化判断比率と資金不足比率についてお知らせします。
問財政課財政班　☎０４７５（70）０３１０

　平成２７年度は、一般会計と８つの特別会計を合わせた９会計で、歳入決算
額２９４億１，９２５万円、歳出決算額２８０億８，１５１万円でした。
　このうち、一般会計の決算額は、保育関係費や障害者支援事業費の増加に
加え、国営両総土地改良事業負担金の支払いなどにより、平成２６年度に比べ
て増額となっています。国民健康保険特別会計は、給付費の伸びが続いてい
ることから、前年度と比べ増額となっています。

ガス事業（百万円） （百万円）

※合計に合わせて一部の会計において切り上げ・切り捨ての処理を行っています。

会　　計　　名
歳入決算額

H27 H26 H27 H26

歳出決算額
区　分

決　算　額

H27 H26

一　般　会　計

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計

合　　　計

国 民 健 康 保 険

後期高齢者医療

土 地 取 得 事 業

公共下水道事業

農業集落排水事業

介 護 保 険

介護サービス事業

土地区画整理事業

ガス事業収益

ガス事業費用

資本的収入

資本的支出

病院事業 （百万円）

歳入総額
約159億7,327万円

歳出総額
約151億9,511万円性質別 目的別

市税
49億4,026万円
30.9％

地方譲与税
1億8,108万円
1.1％

人件費 
27億1,669万円
17.9%

民生費
（保育費、福祉施策等に）
52億8,401万円
34.8%

教育費 
（学校整備、社会教育等に）
17億500万円
11.2%

衛生費
（保健、ごみ処理費等に）
16億2,480万円
10.7%

総務費
 （窓口サービス、行政運営等に）
15億6,032万円
10.3%

土木費（道路、公園整備等に）
 15億7,108万円　10.3%

農林水産業費
（農林水産業の振興等に）
13億4,221万円　8.8%

議会費
（市議会の運営等に）
1億7,537万円
1.1%

商工費（商工観光の振興等に） 
2億708万円　1.3%

その他 
（災害復旧費・諸支出金）

187万円
0.1%

公債費
（借りたお金を返すために）
9億8,403万円
6.5%

消防費（消防、防災対策等に）
7億3,934万円　4.9%扶助費

 28億7,646万円
 18.9%

公債費 
9億8,403万円
 6.5%

普通建設事業費
 13億338万円　8.6%

物件費
 17億7,057万円
 11.6%

維持補修費
 1,367万円
 0.1%

補助費等
 30億834万円
 19.8%

繰出金 
23億5,130万円
 15.5%

その他
 1億7,067万円
 1.1%

地方消費税交付金
7億5,568万円
4.7%

その他交付金
2億2,954万円
1.5%

地方交付税
30億8,284万円
19.3%

国・県支出金
30億5,398万円
19.1%

繰越金
3億8,372万円
2.4%

市債
19億9,400万円
12.5%

その他
13億5,217万円

8.5%

市民1人あたりの市税

固定資産税
37,659円

（18億9,668万円）

軽自動車税
1,769円 

（8,912万円）

個人市民税
49,501円

（24億9,310万円）

法人市民税ほか
3,264円 

（1億6,441万円）

たばこ税
5,896円 

（2億9,694万円） 

（　）内は各税目ごとの決算額

平成27年度末人口・・・50,365人
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区　分
決　算　額

H27 H26

病院事業収益

病院事業費用

資本的収入

資本的支出

2,333

2,330
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平成27年度決算に基づく資金不足比率平成27年度決算に基づく健全化判断比率

借入金残高の状況（全会計）
　平成２７年度末の借入金残高は、全会計合計で約２３７億円となり、前年度と比
べ、約８億７千６百万円の増額となりました。平成２７年度の借入額については、国営
両総土地改良事業負担金の財源として発行した市債等により、増加となりました。

　平成２７年度末の基金現在高は、約４７億６百万円です。平成２６年度末と比
較すると、合計で約２億４千６百万円の減額となりました。

基金現在高の状況（全会計）
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経常収支比率の推移（普通会計）
　経常収支比率とは、毎年固定的に支出される経費に充てられた一般財源の割
合を示す指標で、この比率が高いほど財政運営上の自由度が低くなると言われて
います。平成２７年度は、経常一般財源となる普通交付税や地方消費税交付金等
の増加に伴い、経常収支比率が３．２ポイント減少し、９１．１％となりました。

　平成２７年度の普通交付税は、臨時財政対策債（制度上、普通交付税の一部
を市債に振り替えたもの）を加えた実質的な額で、約３６億９千万円となり、普
通交付税は約１億７千６百万円の増額、臨時財政対策債は約４千２百万円の減
額となりました。

普通交付税等の推移
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大網白里市
県平均

特 別 会 計 の 名 称
ガ ス 事 業 会 計
病 院 事 業 会 計
公共下水道事業特別会計
農業集落排水事業特別会計

区　　分
大網白里市比率

実質赤字比率
－ （－）
13.40%
20.00%

連結実質赤字比率
－ （－）
18.40%
30.00%

実質公債費比率
8.7%（9.2%）
25.0%
35.0%

将来負担比率
61.7％（69.8％）
350.0％
－

早期健全化基準
財政再生基準

資金不足比率
－　（－）
－　（－）
－　（－）
－　（－）

経営健全化基準
20.0％
20.0％
20.0％
20.0％

備　　　考
剰 余 額
剰 余 額
実質収支額
実質収支額

358,444千円
252,116千円
30,519千円
7,056千円

平成28年度一般会計・特別会計上半期収支状況 平成28年度公営企業の状況（8月31日現在）

会　計　名

国 民 健 康 保 険
後期高齢者医療
介 護 保 険
介護サービス事業
土 地 取 得 事 業
公共下水道事業
農業集落排水事業
土地区画整理事業

予算現額
15,060,162 
7,036,777 
467,498 
4,146,599 
20,134 
74,596 

1,313,762 
147,254 
449,686

収入済額
6,872,559 
2,025,910 
154,219 
1,698,053 

8,412 
509 

209,808 
16,040 
6,316

支出済額
5,334,494 
2,315,188 
90,584 

1,472,397 
8,686 

0 
514,895 
63,279 
48,879

区　　分
調 定 戸 数
販 売 量
平 均 使 用 量
平 均 売 上 額

８月
11,461戸 
324,918㎥ 
28.3㎥ 
2,772円 

８月末累計
57,254戸 

2,618,461㎥ 
45.7㎥ 
4,100円 

収入・執行率（％）
33.4 
22.9 

収入・支出済額（千円）
261,191
176,557

予算現額（千円）
780,948
772,193

科　　目
ガス事業収益
ガス事業費用

収入率
45.6 
28.8 
33.0 
41.0 
41.8 
0.7 
16.0 
10.9 
1.4

執行率
35.4
32.9
19.4 
35.5
43.1
0.0
39.2 
43.0
10.9

区　　分
入　　　院
外　　　来

患者数（8月末累計）
12,130人 
26,405人

1日平均患者数
79.3人
256.4人

収入・執行率（％）
32.0 
32.5

収入・支出済額（千円）
771,311
783,441

予算現額（千円）
2,413,951
2,409,056

科　　目
病院事業収益
病院事業費用

特
別
会
計

一　般　会　計

（千円、％）
○ガス事業

○病院事業

・資金不足額は発生していないので、「－」と記載
・（　　）内は前年度数値

・実質赤字額、連結実質赤字額は発生していないので、「－」と記載
・（　　）内は前年度数値

資金不足比率 ＝
資金の不足額
事業の規模

参
考

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、平成２７年度決算に基づく「健全化判断
比率」を算定したところ、いずれの指標におきましても早期健全化基準を下回る数値となりました。
　⑴実質赤字比率…一般会計等の実質赤字の標準財政規模※ に対する比率
　⑵連結実質赤字比率…全ての会計の実質赤字の標準財政規模に対する比率
　⑶実質公債費比率…公債費及び公債費に準じた経費の標準財政規模に対する比率
　⑷将来負担比率…一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率
　　※標準財政規模…地方公共団体が通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を表すものです。
　また、公営企業会計における「資金不足比率」を算定したところ、資金不足の発生した公営企業
はありませんでした。

経常収支比率の推移

借入金残高の状況 基金現在高の状況


